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陸前高田市教育委員会「学校支援地域本部事業等」の成果と課題 

※該当する内容に○ 

学校支援 
学習支援 部活動指導 美化・環境整備 登下校指導 学校行事・その他 

○  ○ ○ ○ 

放課後等支援 
学習支援 体験・交流活動 遊び・スポーツ 学童クラブとの連携 その他 

○ ○ ○   

学校と地域の 

協働学習 

復興学習 防災教育 伝統文化・芸能 職業体験・キャリア教育 イベント・行事・その他 

  ○   

家庭教育支援 
家庭教育講座 親子参加行事 サロン・相談対応 家庭訪問相談 その他 

○ ○   ○ 

地域課題に応じた 

額習 

高齢者支援 心のケア・健康管理 生活再建・地域づくり 地域人材育成 その他 

 ○ ○  ○ 

 

 

○○○○・・・ 

岩手県陸前高田市 
取組事業名 

高田小学校、気仙小学校、広田小学校、小友小学校、米崎小学校、矢作小学校、竹

駒小学校、横田小学校、第一中学校、気仙中学校、高田東中学校、横田中学校 

 

 

学校名 

【家庭教育学級・家庭教育講演・乳幼児学級】 

・乳幼児、児童、生徒と発達段階に合わせた課題を取り上げ学習会を開催し、子どもの健全育成に係る日々の家庭での取り 

組みの大切さ、役割についての意識付けが図られた。 

年度 家庭教育学級 乳幼児学級 

Ｈ26 開催回数 55回 参加者数 延べ 3,301名 開催回数 12回 参加者数 延べ 273名 

Ｈ27 開催回数 62回 参加者数 延べ 4,007名 開催回数 13回 参加者数 延べ 303名 

 

【成人教室・高齢者教室・市民講座】 

・学習の機会を提供することで地域住民同士の交流を図ることができた。また、既存の教室だけではない新たな活動もみられ、地域の 

活性化の足掛かりをつくることができた。 

 

・家庭教育学級 ・家庭教育講演 ・乳幼児学級 

・成人教室 ・高齢者教室 ・市民講座 

・土曜子ども教室 

・学校支援地域本部事業 

 

活
動
内
容 

【家庭教育学級】・各保育所・園、小中学校等において幼児や児童生徒の保護者を交えた運営委員会を組織し、家庭における教育力の向上を目指し、２～３回程度学

習会を開催。 

【家庭教育講演】・児童生徒等の保護者のみならず地域住民を対象としての講演会。今年度は「自己肯定感」についての講演会を実施。 

【乳幼児学級】・乳幼児期の子どもを持つ親を対象に、不安や悩みの解決に役立て、心身ともに健全な子を育てるための学習機会を開催。 

【成人教室】・各地域において、地域の成人者を対象に地域の課題を解決するため、また、住民同士の交流の場を創設するための学習会を４～５回程度開催。 

【高齢者教室】・各地域において、地域の高齢者を対象に健康管理についての学習会や実技指導会等を４～５回程度開催。 

【市民講座】・各種芸術文化分野の１３講座を開設し、市民の知識技能の習得と仲間づくりの機会を提供。 

【土曜子ども教室】・市内全域の小学生の登録児童を対象に、土曜日や長期休業中の平日を利用し学習活動や体験活動を開催。登録者以外の幼児・児童も参加できる

オープンキャンパスデーも月１回程度開催。 

【学校支援地域本部事業】・市内小学校７校・中学校２校にて本部を設置し、地域住民が学校ボランティアとして登下校の見守り、学習補助等を実施。 

取組概要 

事業成果 
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課題と今後の取組 

【課題】 

・各事業の実施には学校や家庭、地域の協力が必要であるがコミュニティ再構築の段階にある当市においては、その体制づくりから行う必要がある。 

・子どもの体験・学習活動のサポート等を行ってくれる地域人材の発掘・育成が課題。 

【今後の取組】 

・学校・家庭・地域に取組内容を理解してもらい協力を得られるよう事業周知に力を入れていく。 

・各地区公民館や既存の団体との連携を強化し、人材の発掘に努め、活用を図る。 

【土曜子ども教室】 

・社会教育関係団体等と連携しながら地域住民を指導者や協力者として活用し、子どもたちに多様な体験活動を提供することができた。 

  開催回数 36回、登録児童参加者数 延べ 191名 

【学校支援地域本部事業】 

・学校が必要とする支援に対し、コーディネーターが地域住民等への協力依頼、関係調整を図り、学校における教育活動・教育環境の 

充実を図ることができた。 


